
平成２８年５月の主な動き、取組 

 

１ 雇用失業情勢への対応（平成２８年３月内容） 

 

 
 
 
・各種支援事業、求職者支援制度、各種助成金などの活用による就職促進 
・積極的な求人開拓の実施 

 ・若者、女性、障害者、高年齢者の就職実現 
 

２ 平成２７年における労働災害発生状況（確定） 
 

・死亡者数             17 人 対前年比   19％  減少 

 

・休業４日以上の死傷者数      1,751 人 対前年比  1.3％  増加  

・第 12 次労働災害防止計画の周知啓発及び取組強化 

・第 12 次労働災害防止計画の重点業種に位置付けられている第三次産業（小売業 

、社会福祉施設、飲食店）、陸上貨物運送業、建設業、製造業に対する個別指導 

等の実施 

・労働災害防止団体、業界団体等との緊密な連携 

 

３ 平成２８年３月新規学卒未内定者に対する支援の取組 

 (1) 高等学校卒業予定者 

 高等学校卒業予定者職業紹介状況（平成２８年３月末現在） 

 ・ 求職者数  4,075 人  対前年同月比  114 人減 

 ・ 内定者数  4,050 人  対前年同月比  100 人減  

 ・ 内定率    99.4％  対前年同月比  0.3Ｐ増 未内定者２５人 

  〇６月末までの「未就職卒業生への集中支援２０１６」による積極的な個別支援

の実施 

   ・高校と学卒ジョブサポーターとの連携による個別支援の実施 

 (2) 大学等卒業予定者 

 大学等卒業予定者の就職内定状況（平成２８年３月末現在） 

 ・ 大学 内定率 95.3％ 対前年同月比 2.0Ｐ増 未内定者数 86 人 

 ・ 短大 内定率 96.5％ 対前年同月比 0.9Ｐ減 未内定者数 28 人 

 ・ 高専 内定率 100.0％ 対前年同月比 0.0Ｐ  未内定者数  0 人 

  〇６月末までの「未就職卒業生への集中支援２０１６」による積極的な個別支援

の実施 

   ・大学等と学卒ジョブサポーターとの連携による個別支援の実施 

 

 

 

 

有効求人数    36,817 人  対前年同月比  7.2％増（19 か月連続の増加） 

 有効求職者数   36,198 人   対前年同月比  2.8％減（71 か月連続の減少） 

 有効求人倍率    0.93 倍   対前月 0.01Ｐ減 



４ 鹿児島労働局雇用施策実施方針の策定 

     鹿児島労働局は、鹿児島県の雇用対策との連携を深め、本県の実情に応じた雇

用施策を実施するため、鹿児島県知事の意見を聞き、平成 28 年度鹿児島労働局雇

用施策実施方針を定めた。 

 
５ ＨＷマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組について 

   外部労働市場全体のマッチング機能強化のために、鹿児島労働局は、ハローワ

ークのマッチング機能の更なる強化を図ることを目的として、ハローワークのマ

ッチング機能に関する業務の評価を行い、その結果等を踏まえて、継続的な業務

の改善等を図ることとし、マッチング業務の成果や評価結果、業務改善の状況等

をホームページ等で公表する。 

 

６ 鹿児島建設工事関係者連絡会議を５月３１日（火）に開催 
    「鹿児島建設工事関係者連絡会議設置要綱」に基づき、発注者、施行者、労働 

  局が緊密に連携して労働災害防止対策を進めていくことを目的とした鹿児島建 

設工事関係者連絡会議を５月３１日（火）１３：３０からかごしま県民交流セン

ターで開催する。 
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３月の有効求人倍率は０．９３倍で、 

前月を 0.0１ポイント下回る 
 

鹿児島県の3月の有効求人倍率（季節調整値）は0.93倍となり、前月（0.94倍）から0.01ポイント低下し、

6 か月ぶりに前月を下回りました。 

 新規求人倍率（季節調整値）は 1.36 倍となり、前月（1.40 倍）を 0.04 ポイント下回りました。 

  正社員有効求人倍率（原数値）は 0.61 倍となり、前年同月（0.51 倍）を 0.10 ポイント上回りました。 

 新規求人数は前年同月に比べ 4.9％増と 6 か月連続で上回りました。 

 産業別では、前年同月に比べ、建設業（20.4％増）は 6 か月連続の増加、製造業（6.8％減）は 10 か月

ぶりの減少､運輸業、郵便業（19.9％減）は 2 月ぶりの減少､卸売業、小売業（6.0％増）は 2 か月連続の増

加、宿泊業、飲食サービス業（14.9％増）は 2 か月連続の増加、医療、福祉（11.5％増）は 5 か月連続の増

加、サービス業（18.0％減）は 4 か月連続の減少となりました。 

 新規求職者数は前年同月に比べ 1.5％減と 2 か月ぶりの減少となりました。 

 新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者(2.4％減)は 2 か月ぶりの減少、

離職求職者（0.2％減）は 2 か月ぶりの減少、無業求職者（4.2％減）は 4 か月連続の減少となりました。 

離職求職者の内訳では事業主都合離職者(5.5％減)は 4 か月連続の減少、自己都合離職者(3.2％増)は

2 か月連続の増加となりました。 

政府の４月の月例経済報告では、業況判断が引き下げされた以外、各項目で据え置かれ、景気の基調

判断も、「景気は、このところ弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。」と、据え置かれました。

また、雇用情勢は「改善している」と据え置かれました。 

 鹿児島県の雇用情勢は、有効求人倍率（季調値）が 6 か月ぶりに前月を下回ったものの、新規求人数

（原数値）、有効求人数（同）ともに、前年同月を上回り、有効求人数（同）は統計開始以来、過去最高とな

るなど、全体としては企業の採用意欲は高く、緩やかな改善傾向にあります。ただし、産業によって、求人

の増減にばらつきがあり、また、今般の熊本地震の当県の雇用・経済に与える影響も含め、今後の求人・

求職の動きには注視が必要と思われます。 

 鹿児島労働局では、現下の雇用情勢に適切に対応するため、若者・女性・障害者・高年齢者の就業実

現、地域の実情を踏まえた公共職業訓練や求職者支援訓練の推進、就職困難者等すべての求職者の就

労に向けた重層的なセーフティネットの構築による就労・生活支援対策に積極的に取り組み、今後とも一

層効果的な行政の展開に努めてまいります。 
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鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部
　職 業 安 定 課 長
　地方労働市場情報官

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢

概　　況

  なお、全国の12月の有効求人倍率(  季節調整値  )は

 なお、全国の平成27年度の有効求人倍率(  原数値  )は1.23倍となり、前年度を0.12ポイント上回った。

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、年度平均は原数値、各月は季節調整値  )

23年度 24 25 26 27
27年
3月

４月 5月 6月 ７月 8月 9月 10月 11月 12月
28年
1月

2月 3月

本県 0.57 0.66 0.72 0.78 0.89 0.85 0.86 0.87 0.86 0.87 0.88 0.87 0.89 0.91 0.92 0.93 0.94 0.93

全国 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.16 1.17 1.18 1.19 1.21 1.22 1.23 1.24 1.26 1.27 1.28 1.28 1.30

本県 0.93 1.09 1.13 1.24 1.36 1.33 1.28 1.35 1.32 1.37 1.39 1.29 1.32 1.41 1.44 1.48 1.40 1.36

全国 1.11 1.32 1.53 1.69 1.86 1.74 1.77 1.78 1.79 1.82 1.84 1.83 1.86 1.90 1.90 2.07 1.92 1.90

*27年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２.　求人の動き(  パートを含む、原数値  )
　3月の新規求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ4.9 ％増と6ヶ月連続の増加となった。

　3月の新規求人数（同）を産業別に前年同月比でみると、【建設業】（20.4％増）は6ヶ月連続の増加、【製造業】（6.8％減）

は10ヶ月ぶりの減少､【運輸業、郵便業】（19.9 ％減）は2ヶ月ぶりの減少､【卸売業、小売業】（6.0％増）は2ヶ月連続の増加、

【宿泊業、飲食サービス業】（14.9％増）は2ヶ月連続の増加、【医療、福祉】（11.5％増）は5ヶ月連続の増加、【サービス業】

（18.0％減）は4ヶ月連続の減少となった。
　3月の有効求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ7.2％増と19ヶ月連続の増加となった。

(   ) 内前年同月比(％)

   新産業分類

新規求人数

Ｄ　建設業

Ｅ　製造業

有効求人数

－ １ －
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　・鹿児島県の3月の有効求人倍率(  季節調整値  )は0.9３倍となり、前月を0.01ポイント下回った。
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 なお、全国の3月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.30倍となり、前月を0.02上回った。

(10.2)

鹿 児 島 労 働 局 発 表
平成２８年４月２８日（木）

（　平成２８年３月分　）

有効求人倍率

新規求人倍率

平成28年

　・鹿児島県の平成27年度の有効求人倍率（　原数値　）は0.89倍となり、前年度を0.11ポイント上回った。
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３.　求職の動き(パートを含む、原数値。 但し、※「うち３４歳以下」と、※（新規常用求職者態様別内訳）は臨時・季節を除く常用。）
 　3月の新規求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ1.5 ％減と2ヶ月ぶりの減少となった。

   新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者（2.4％減）は2 ヶ月ぶりの減少となった。

   また、離職求職者（0.2％減）は2ヶ月ぶりの減少、無業求職者（4.2％減 ）は4ヶ月連続の減少となった。

　 離職求職者の内訳をみると、事業主都合離職者（5.5％減）は4ヶ月連続の減少となった。

　 自己都合離職者（3.2％増)は2ヶ月連続の増加となった。

　 3月の受給資格決定件数(3.0％増)は4ヶ月ぶりの増加となった。

   また、受給者実人員（4.2％減）は36ヶ月連続の減少となった。

　　3月の有効求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ2.8％減と71ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

新規求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

有効求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

※( 新規常用求職者態様別内訳 ) (   ) 内前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

　　　　　　

４.　就職の動き(パートを含む。但し、※「うち３４歳以下」は臨時・季節を除く常用。）
　3月の就職件数（パートを含む）は、前年同月に比べ4.2％減と2ヶ月ぶりの減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

就職件数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

５.　完全失業率(  全国  )

  完全失業率        (  ％  )

  完全失業者数  (  万人  )

※完全失業率は季節調整値
* 下線部分は季節調整替え済み

資料出所：総務省統計局「労働力調査 」
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(▲ 5.0)

(▲ 4.2)

8,919

6,766

12月

6,025

1,257

雇用保険受給
資格決定件数 1,334

雇用保険受給者
実人員

19,684

16,415

2,268

４４歳以下

(▲ 3.2)

1,735

(1.1)

977

560

(▲ 3.9)735

12月

11月

2月

(▲ 11.2)1,083

(6.4)

(12.5)

12月

(▲ 12.2) (10.9)

1,460

3,732

(2.7)

1,149

9,453

5,141

平成28年1月

844

1,213

10,878

(▲ 24.6)

(2.0)

(▲ 10.3)

6,413

(4.7)

9,364

6,650 (▲ 2.8)

36,198

(▲ 4.8)

(▲ 6.1)

18,663

11,509

(▲ 5.2)

34,243

(▲ 5.2)12,237

(▲ 2.8)

1月

8,836

3,229

9,863

3月

(▲ 4.2)

9,635 (▲ 1.4)

(2.4)

(▲ 2.4)

(▲ 4.2)1,332

2月

(3.7)

16,337(0.1)15,580

(1.2)

2,948

(▲ 0.3)

平成27年 平成28年

平成27年 平成28年

平成27年 平成28年

19,861

(▲ 1.8)

(▲ 1.8)

(▲ 4.0)



正社員の職業紹介状況（原数値）
(   ) 内前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

※常用フルタイム求職者・・・・パート及び4カ月未満の臨時を希望する求職者以外の求職者

平成27年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率（原数値） ※パートタイムを含む　様式３

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

有効求職 15,635 15,507 15,388 14,627 14,061 14,180 14,482 13,917 12,766 12,729 13,569 14,461 171,322
有効求人 15,123 14,399 14,505 14,480 13,861 14,095 14,617 14,114 13,856 13,835 15,500 16,162 174,547
求人倍率 0.97 0.93 0.94 0.99 0.99 0.99 1.01 1.01 1.09 1.09 1.14 1.12 1.02
有効求職 5,202 5,036 5,140 5,018 4,722 4,704 4,688 4,508 3,958 3,981 4,409 4,641 56,007
有効求人 3,917 3,445 3,448 3,358 3,351 3,425 3,544 3,649 3,541 3,956 4,341 4,675 44,650
求人倍率 0.75 0.68 0.67 0.67 0.71 0.73 0.76 0.81 0.89 0.99 0.98 1.01 0.80
有効求職 2,582 2,547 2,626 2,534 2,377 2,327 2,303 2,202 2,052 2,057 2,265 2,344 28,216
有効求人 1,912 1,585 1,559 1,548 1,569 1,626 1,686 1,712 1,626 1,867 2,086 2,208 20,984
求人倍率 0.74 0.62 0.59 0.61 0.66 0.70 0.73 0.78 0.79 0.91 0.92 0.94 0.74
有効求職 2,040 1,973 1,964 1,929 1,833 1,875 1,868 1,821 1,465 1,494 1,665 1,787 21,714
有効求人 1,564 1,422 1,449 1,387 1,379 1,374 1,420 1,517 1,504 1,604 1,733 1,924 18,277
求人倍率 0.77 0.72 0.74 0.72 0.75 0.73 0.76 0.83 1.03 1.07 1.04 1.08 0.84
有効求職 580 516 550 555 512 502 517 485 441 430 479 510 6,077
有効求人 441 438 440 423 403 425 438 420 411 485 522 543 5,389
求人倍率 0.76 0.85 0.80 0.76 0.79 0.85 0.85 0.87 0.93 1.13 1.09 1.06 0.89
有効求職 5,509 5,374 5,243 5,063 4,966 4,891 4,753 4,459 4,121 4,362 4,622 4,920 58,283
有効求人 4,317 4,010 3,987 4,108 4,290 4,490 4,683 4,573 4,324 4,473 4,872 5,297 53,424
求人倍率 0.78 0.75 0.76 0.81 0.86 0.92 0.99 1.03 1.05 1.03 1.05 1.08 0.92
有効求職 3,736 3,622 3,479 3,388 3,356 3,302 3,181 2,936 2,726 2,858 3,024 3,230 38,838
有効求人 2,900 2,716 2,643 2,760 2,857 3,090 3,218 3,118 2,946 3,018 3,275 3,550 36,091
求人倍率 0.78 0.75 0.76 0.81 0.85 0.94 1.01 1.06 1.08 1.06 1.08 1.10 0.93
有効求職 1,773 1,752 1,764 1,675 1,610 1,589 1,572 1,523 1,395 1,504 1,598 1,690 19,445
有効求人 1,417 1,294 1,344 1,348 1,433 1,400 1,465 1,455 1,378 1,455 1,597 1,747 17,333
求人倍率 0.80 0.74 0.76 0.80 0.89 0.88 0.93 0.96 0.99 0.97 1.00 1.03 0.89
有効求職 4,863 4,849 4,942 4,645 4,459 4,417 4,431 4,221 3,912 4,037 4,209 4,301 53,286
有効求人 3,482 3,389 3,414 3,322 3,253 3,257 3,503 3,490 3,428 3,422 3,527 3,616 41,103
求人倍率 0.72 0.70 0.69 0.72 0.73 0.74 0.79 0.83 0.88 0.85 0.84 0.84 0.77
有効求職 1,806 1,791 1,885 1,756 1,705 1,579 1,553 1,500 1,422 1,494 1,532 1,569 19,592
有効求人 1,345 1,312 1,345 1,316 1,304 1,310 1,399 1,385 1,366 1,325 1,423 1,370 16,200
求人倍率 0.74 0.73 0.71 0.75 0.76 0.83 0.90 0.92 0.96 0.89 0.93 0.87 0.83
有効求職 1,826 1,837 1,837 1,668 1,591 1,678 1,713 1,616 1,467 1,502 1,567 1,626 19,928
有効求人 1,130 1,102 1,113 1,127 1,081 1,127 1,228 1,183 1,150 1,132 1,132 1,245 13,750
求人倍率 0.62 0.60 0.61 0.68 0.68 0.67 0.72 0.73 0.78 0.75 0.72 0.77 0.69
有効求職 1,231 1,221 1,220 1,221 1,163 1,160 1,165 1,105 1,023 1,041 1,110 1,106 13,766
有効求人 1,007 975 956 879 868 820 876 922 912 965 972 1,001 11,153
求人倍率 0.82 0.80 0.78 0.72 0.75 0.71 0.75 0.83 0.89 0.93 0.88 0.91 0.81
有効求職 5,831 5,817 5,782 5,540 5,222 5,247 5,308 5,166 4,824 4,948 5,154 5,353 64,192
有効求人 4,089 4,014 4,030 4,034 4,016 4,134 4,241 4,429 4,366 4,611 4,764 4,937 51,665
求人倍率 0.70 0.69 0.70 0.73 0.77 0.79 0.80 0.86 0.91 0.93 0.92 0.92 0.80
有効求職 5,045 5,036 4,980 4,760 4,486 4,489 4,552 4,440 4,106 4,219 4,374 4,562 55,049
有効求人 3,599 3,534 3,530 3,542 3,548 3,627 3,723 3,922 3,870 4,070 4,177 4,354 45,496
求人倍率 0.71 0.70 0.71 0.74 0.79 0.81 0.82 0.88 0.94 0.96 0.95 0.95 0.83
有効求職 786 781 802 780 736 758 756 726 718 729 780 791 9,143
有効求人 490 480 500 492 468 507 518 507 496 541 587 583 6,169
求人倍率 0.62 0.61 0.62 0.63 0.64 0.67 0.69 0.70 0.69 0.74 0.75 0.74 0.67
有効求職 734 752 878 842 695 686 642 570 513 526 552 632 8,022
有効求人 585 535 560 575 581 501 494 491 506 476 506 546 6,356
求人倍率 0.80 0.71 0.64 0.68 0.84 0.73 0.77 0.86 0.99 0.90 0.92 0.86 0.79
有効求職 1,943 1,932 1,893 1,935 1,867 1,884 1,885 1,784 1,667 1,661 1,728 1,890 22,069
有効求人 1,242 1,142 1,129 1,155 1,139 1,196 1,208 1,275 1,247 1,289 1,423 1,584 15,029
求人倍率 0.64 0.59 0.60 0.60 0.61 0.63 0.64 0.71 0.75 0.78 0.82 0.84 0.68
有効求職 39,717 39,267 39,266 37,670 35,992 36,009 36,189 34,625 31,761 32,244 34,243 36,198 433,181
有効求人 32,755 30,934 31,073 31,032 30,491 31,098 32,290 32,021 31,268 32,062 34,933 36,817 386,774
求人倍率 0.82 0.79 0.79 0.82 0.85 0.86 0.89 0.92 0.98 0.99 1.02 1.02 0.89
※地域別：安定所の管轄区分

鹿児島地域 ・・・鹿児島 北薩地域 ・・・川内、出水、宮之城 大隅地域 ・・・鹿屋、大隅 南薩地域 ・・・加世田、伊集院、指宿

姶良地域 ・・・国分、大口 熊毛地域 ・・・熊毛 奄美地域 ・・・名瀬

-3-

伊集院

安定所

鹿児島
地　 域

北薩地域

川内

出水

宮之城

大隅地域

鹿屋

大隅

南薩地域

加世田

県計

指宿

姶良地域

国分

大口

熊毛地域

奄美地域

(0.11) 0.83 (0.11)全　　国

(0.11) 0.79 (0.10)

0.77 (0.09)

12,688

0.63(0.11)0.64(0.12)

(▲ 1.3)64.9%(▲ 1.8)64.4%(▲ 1.2)

23,618(▲ 4.2)22,400(▲ 5.8)

(0.10)

(2.6)

5,278

40.4%

0.85 (0.10) 0.87 (0.11)

(0.09) 1.05 (0.19) 0.87 (0.12)

41.1%

20,930(▲ 4.2)20,439(▲ 5.9)

(1.4) 41.8%

(9.6) 12,838 (17.3) 13,396

0.86

正社員新規求人数 12,244 (8.4) 4,360

平成27年度

12月(  月平均  )

(5.1)

平成27年 平成28年

5,271 (16.8) 5,148

3月2月1月

(12.6)(16.3)

(▲ 0.5)(▲ 0.8) 68.4% (0.8)

有効常用フルタイム
求職者数

全新規求職者における
構成比

正社員新規求人倍率 0.78

66.6% (▲ 0.3)

39.4% (0.1)

14,407 (13.5)

0.82

(14.5)

6,415 (0.9) 6,479

67.3% (▲ 0.3) 66.8%

6,100 (▲ 9.4)

(0.8) 37.5% (4.6) 37.9%

正社員有効求人倍率 0.54 (0.07) 0.63

正社員有効求人数

全有効求人における
構成比

67.9%

(1.5) 40.3%

(14.7) 14,094

0.61 (0.10)

65.4% (▲ 0.9) 65.2% (▲ 1.0)

全新規求人における
構成比 38.3% (0.8) 41.5% (1.4)

全求職者における
構成比 64.8%

23,408 (▲ 4.2)

新規常用フルタイム
求職者数 5,990 (▲ 4.2) 4,135 (▲ 5.2)

(1.8) 39.1% (2.1)

(▲ 2.3)



 

平成 27 年における労働災害発生状況（確定） 

 

 

 平成27年における業種別労働災害発生状況を取りまとめましたので発表しま

す。 

鹿児島県内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は、近年高止まりで推

移しており、平成 27 年は対前年比で 22 人（1.3％）増加し、1,751 人となりま

した。また、死亡者数は対前年比で４人減少したものの、17 人と高い水準とな

りました。 

業種別の死傷者数は、製造業 321 人（対前年比－30 人）、建設業 290 人（同＋

23 人）、陸上貨物運送事業 185 人（同－９人）、商業 224 人（同－37 人）、保健

衛生業 218 人（同＋18 人）となっています。 

業種別の死亡者数は、製造業２人（同－２人）、建設業５人（同－１人）、陸

上貨物運送事業３人（同＋１人）、林業３人（同＋２人）、畜産・水産業２人（同

＋１人）、商業 1 人（同±０人）、清掃・と畜業 1 人（同＋１人）となっていま

す。 

特に建設業及び保健衛生業において死傷者数が増加していることから、今後

も労働災害防止団体、業界団体等との連携を図るとともに、第 12 次労働災害防

止計画の目標達成に向け、積極的な労働災害防止対策を講じていくこととして

います。 

                       （労働基準部健康安全課） 



1751 17 1729 21 22 -4 1.3% -19%
321 2 351 4 -30 -2 -8.5% -50%
197 1 224 2 -27 -1 -12.1% -50%
10 20 -10 -50.0%
21 14 7 50.0%
12 1 20 -8 1 -40.0%
24 24
57 49 2 8 -2 16.3% -100%
3 4 -1 -25.0%

290 5 267 6 23 -1 8.6% -17%
103 3 92 3 11 12.0%
161 1 153 3 8 -2 5.2% -67%
26 1 22 4 1 18.2%

203 2 222 3 -19 -1 -8.6%
8 5 3 60.0%

17 27 1 -10 -1 -37.0% -100%
177 2 190 2 -13 -6.8% 0%

1 1
18 1 13 1 5 38.5% 0%
8 1 4 4 1 100.0%

10 9 1 1 -1 11.1% -100%
92 3 86 2 6 1 7.0%
42 40 1 2 -1 5.0% -100%
50 3 46 1 4 2 8.7% 200%
97 2 85 1 12 1 14.1% 100%

224 1 261 1 -37 -14.2%
28 41 -13 -31.7%

164 1 194 1 -30 -15.5%
4 1 3 300.0%

28 25 3 12.0%
15 12 3 25.0%
9 12 -3 -25.0%

21 13 8 61.5%
218 200 18 9.0%
84 81 3 3.7%

127 111 16 14.4%
7 8 -1 -12.5%

119 115 3 4 -3 3.5% -100%
30 32 1 -2 -1 -6.3% -100%
56 55 2 1 -2 1.8% -100%
33 28 5 17.9%

121 1 88 33 1 37.5%

72 1 52 20 1 38.5%
1 1

48 35 13 37.1%
185 3 194 2 -9 1 -4.6% 50%
727 2 701 4 26 -2 3.7% -50%

　業種　　　　　　　　　　　　　　　年
平成27年 平成26年 増減数 増減率

死傷者数 死亡者数 死傷者数 死亡者数

    全産業
１　製造業

１　食料品製造業
４　木材・木製品製造業
９　窯業土石製品製造業

３　建設業
１　土木工事業
２　建築工事業
３　その他の建設業

１　鉄道・航空機業
２　道路旅客運送業
３　道路貨物運送業
４　その他の運輸交通業

１　陸上貨物取扱業
２　港湾運送業

６　農林業
１　農業

７　畜産・水産業
８　商業

１　卸売業
２　小売業

４　その他の商業
９　金融・広告業
11　通信業
12　教育・研究業

１　医療保健業
２　社会福祉施設
３　その他の保健衛生業

14　接客娯楽業

２　飲食店
３　その他の接客娯楽業

上記以外の事業 
10　映画・演劇業
15　清掃・と畜業
16　官公署
17　その他の事業

陸上貨物運送事業（４－３・５－１）
第三次産業（８～17）

　平成27年　業種別死傷災害発生状況（確定値）

１　旅館業

13　保健衛生業

３　理美容業

２　林業

５　貨物取扱業

４　運輸交通業

11～12　金属製品製造業
13～15　機械機具製造業
上記以外の製造業

２　鉱業

死傷者数 死亡者数死亡者数 死傷者数



1 墜落・転落 363 20.7% 1 ～19歳 36 2.1% 1 1年未満 337 19.2%
2 転倒 335 19.1% 2 20歳～29歳 218 12.5% 2 1年以上3年未満 335 19.1%
3 はさまれ・巻き込まれ 199 11.4% 3 30歳～39歳 262 15.0% 3 3年以上5年未満 178 10.2%
4 動作の反動・無理な動作 182 10.4% 4 40歳～49歳 302 17.2% 4 5年以上10年未満 321 18.3%
5 切れ・こすれ 132 7.5% 5 50歳～59歳 490 28.0% 5 10年以上 580 33.1%
1 転倒 68 21.2% 6 60歳～ 443 25.3% 1 1年未満 71 22.1%
2 はさまれ・巻き込まれ 60 18.7% 1 ～19歳 4 1.2% 2 1年以上3年未満 56 17.4%
3 切れ・こすれ 43 13.4% 2 20歳～29歳 44 13.7% 3 3年以上5年未満 35 10.9%
4 墜落・転落 39 12.1% 3 30歳～39歳 55 17.1% 4 5年以上10年未満 61 19.0%
5 動作の反動・無理な動作 29 9.0% 4 40歳～49歳 43 13.4% 5 10年以上 98 30.5%
1 墜落・転落 115 39.7% 5 50歳～59歳 87 27.1% 1 1年未満 40 13.8%
2 はさまれ・巻き込まれ 36 12.4% 6 60歳～ 88 27.4% 2 1年以上3年未満 41 14.1%
3 飛来・落下 23 7.9% 1 ～19歳 5 1.7% 3 3年以上5年未満 15 5.2%
3 切れ・こすれ 23 7.9% 2 20歳～29歳 33 11.4% 4 5年以上10年未満 39 13.4%
5 転倒 19 6.6% 3 30歳～39歳 38 13.1% 5 10年以上 155 53.4%
1 墜落・転落 61 33.0% 4 40歳～49歳 43 14.8% 1 1年未満 38 20.5%
2 はさまれ・巻き込まれ 22 11.9% 5 50歳～59歳 87 30.0% 2 1年以上3年未満 21 11.4%
3 激突 19 10.3% 6 60歳～ 84 29.0% 3 3年以上5年未満 17 9.2%
3 交通事故（道路） 19 10.3% 1 ～19歳 4 2.2% 4 5年以上10年未満 32 17.3%
5 動作の反動・無理な動作 18 9.7% 2 20歳～29歳 10 5.4% 5 10年以上 77 41.6%
1 切れ・こすれ 15 30.0% 3 30歳～39歳 33 17.8% 1 1年未満 14 28.0%
2 激突され 11 22.0% 4 40歳～49歳 53 28.6% 2 1年以上3年未満 6 12.0%
3 飛来・落下 5 10.0% 5 50歳～59歳 61 33.0% 3 3年以上5年未満 5 10.0%
4 墜落・転落 3 6.0% 6 60歳～ 24 13.0% 4 5年以上10年未満 14 28.0%
4 転倒 4 8.0% 1 ～19歳 3 6.0% 5 10年以上 11 22.0%
4 動作の反動・無理な動作 3 6.0% 2 20歳～29歳 9 18.0% 1 1年未満 138 19.0%
1 転倒 211 29.0% 3 30歳～39歳 12 24.0% 2 1年以上3年未満 174 23.9%
2 動作の反動・無理な動作 116 16.0% 4 40歳～49歳 7 14.0% 3 3年以上5年未満 87 12.0%
3 墜落・転落 111 15.3% 5 50歳～59歳 12 24.0% 4 5年以上10年未満 129 17.7%
4 交通事故（道路） 66 9.1% 6 60歳～ 7 14.0% 5 10年以上 199 27.4%
5 はさまれ・巻き込まれ 56 7.7% 1 ～19歳 16 2.2% 1 1年未満 33 20.1%
1 転倒 56 34.1% 2 20歳～29歳 92 12.7% 2 1年以上3年未満 41 25.0%
2 交通事故（道路） 26 15.9% 3 30歳～39歳 100 13.8% 3 3年以上5年未満 21 12.8%
3 墜落・転落 21 12.8% 4 40歳～49歳 130 17.9% 4 5年以上10年未満 28 17.1%
4 はさまれ・巻き込まれ 15 9.1% 5 50歳～59歳 192 26.4% 5 10年以上 41 25.0%
5 動作の反動・無理な動作 12 7.3% 6 60歳～ 197 27.1% 1 1年未満 16 12.6%
1 動作の反動・無理な動作 40 31.5% 1 ～19歳 5 3.0% 2 1年以上3年未満 34 26.8%
1 転倒 38 29.9% 2 20歳～29歳 25 15.2% 3 3年以上5年未満 19 15.0%
3 墜落・転落 20 15.7% 3 30歳～39歳 22 13.4% 4 5年以上10年未満 26 20.5%
4 交通事故（道路） 10 7.9% 4 40歳～49歳 26 15.9% 5 10年以上 32 25.2%
5 はさまれ・巻き込まれ 5 3.9% 5 50歳～59歳 41 25.0% 1 1年未満 15 26.8%
1 転倒 15 26.8% 6 60歳～ 45 27.4% 2 1年以上3年未満 16 28.6%
2 切れ・こすれ 15 26.8% 1 ～19歳 0 0.0% 3 3年以上5年未満 8 14.3%
3 高温・低温の物との接触 12 21.4% 2 20歳～29歳 10 7.9% 4 5年以上10年未満 4 7.1%
4 はさまれ・巻き込まれ 4 7.1% 3 30歳～39歳 22 17.3% 5 10年以上 13 23.2%
5 墜落・転落 3 5.4% 4 40歳～49歳 23 18.1%
5 動作の反動・無理な動作 3 5.4% 5 50歳～59歳 34 26.8%

6 60歳～ 38 29.9%
1 ～19歳 8 14.3%
2 20歳～29歳 11 19.6%
3 30歳～39歳 6 10.7%
4 40歳～49歳 9 16.1%
5 50歳～59歳 13 23.2%
6 60歳～ 9 16.1%

第三次
産業

【被災者経験別】
鹿児島労働局

業種 番
号 事故の型 人数 割合

第三次
産業

小
売
業

社
会
福
祉
施
設

飲
食
店

【事故の型別】

業種 順
位 事故の型 人数 割合

全産業

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

林業

全産業

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

林業

業種 番
号 年齢 人数 割合

小
売
業

社
会
福
祉
施
設

飲
食
店

①　死傷者数は、労働者死傷病報告のうち休業見込
    日数が4日　以上の災害によるもので、死亡者数を
    含みます。
②　陸上貨物運送事業及び第三次産業は、別計。

　平成27年　業種別死傷災害発生状況（確定値）

全産業

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

林業

第三次
産業

小
売
業

社
会
福
祉
施
設

飲
食
店

【年齢別】



平成27年　全業種　事故の型・起因物別労働災害発生状況 鹿児島労働局

　
　　　　　　事故の型

　起因物

墜

落

・

転

落

転

倒

激

突

飛

来

・

落

下

崩

壊

・

倒

壊

激

突

さ

れ

は

さ

ま

れ

等

切

れ

・

こ

す

れ

踏

み

抜

き

お

ぼ

れ

高

温

・

低

温

等

有

害

物

等

感

電

爆

発

破

裂

火

災

交

通

事

故

（

道

路

）

交

通

事

故

（
そ

の

他

）

動

作

の

反

動

等

そ

の

他

分

類

不

能

計

原 動 機

動 力 伝 導 1 11 12

木 工 機 械 1 4 28 33

建 設 機 械 7 1 1 1 1 10 13 34

金 属 加 工 用 機 械 1 9 9 19

一 般 機 械 1 1 1 7 3 46 35 94

車両系木材伐出機械 1 3 1 5

ク レ ー ン 等 5 3 5 3 1 1 18

運 搬 機 械 76 13 15 5 3 12 43 1 1 35 1 4 209

乗 物 6 11 7 2 2 4 2 80 4 3 121

圧 力 容 器 1 2 1 4

化 学 設 備

溶 接 装 置 1 1

炉 ・ 窯 等 2 1 3

電 気 設 備 1 1 2

人 力 設 備 6 5 10 2 6 12 38 6 85

用 具 98 9 7 13 4 3 4 7 4 3 152

そ の 他 装 置 2 1 1 5 2 11

足 場 13 1 1 15

支 保 工 1 1

階 段 桟 橋 45 14 1 2 62

開 口 部 5 2 1 8

屋 根 ・ 梁 等 27 1 1 3 32

作 業 床 等 16 64 4 1 1 1 2 1 90

通 路 5 162 16 1 4 1 3 7 2 201

建 築 物 等 14 11 8 2 4 3 5 1 48

他 仮 設 物 7 10 7 3 4 1 4 1 2 39

危 険 有 害 14 5 1 1 21

材 料 1 3 3 15 3 3 11 6 5 50

荷 8 8 9 12 6 8 14 1 43 109

環 境 等 24 4 1 9 4 27 4 6 1 1 23 5 6 16 131

他 起 因 物 2 2 2 35 14 55

起 因 物 な し 1 11 2 1 59 4 3 81

分 類 不 能 1 4 5

計 363 335 90 91 33 89 199 132 3 1 52 10 3 1 1 116 5 182 38 7 1,751



※計画の目標は、新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）に
おいて名目3%、実質2%を上回る成長を前提として2020年までに
実現すべき成果目標の１つとして掲げている平成20年と比較して
「労働災害発生件数を3割減」を踏まえたものである。

○労働災害による死亡者数を各年15人以下とする

○平成29年までに、労働災害による死傷者数（休業４日以上）
を15％以上減少(H24年比)

第12次労働災害防止計画

計画の全体目標



第12次労働災害防止計画のポイント

労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策の重点化

第三次産業対策
【目標】
小 売 業 死傷者数を20％以上減少
社会福祉 死傷者数を10％以上減少
飲 食 店 死傷者数を20％以上減少

陸上貨物運送事業対策
【目標】死傷者数を10％以上減少

建設業対策
【目標】死亡者数を半減

重点業種対策

製造業対策
【目標】死亡者数を半減

林業対策
【目標】死亡者数を半減

労働災害件数減少重点業種

重篤災害件数減少重点業種
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1701
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全産業

第三次産業

製造業

建設業

陸上貨物運送事業

林 業

小売業

第三次産業

社会福祉施設

飲食店

≪目標値≫
○死亡者数を各年15人以下とする
○平成29年までに、死傷者数（休業４日以上）を
15％以上減少(H24年比)

第12次労働災害防止計画の推進結果（死傷災害）
平成25～平成29年度 鹿児島労働局

-8.0%

677

147



 

 

 

 

                 

  

報道関係者 各位 

 

 

 

平成２８年度鹿児島労働局雇用施策実施方針について 

 

 鹿児島労働局（局長：江原 由明）は、鹿児島県の雇用対策との連携を深め、本県の実情に応

じた雇用施策を実施するため、鹿児島県知事の意見を聞き、平成２８年度鹿児島労働局雇用施策

実施方針を定めましたので、公表します。 

 

（趣旨） 

我が国の経済は、このところ個人消費などに弱さもみられるものの、緩やかな回復基調が続

いており、先行きについても、各種政策の推進もあって、緩やかな回復に向かうことが期待さ

れているが、アメリカの金融政策の正常化が進むなか、中国を始めとするアジア新興国等の景

気が下振れし、我が国の景気が下押しされるリスクがあり、こうしたなかで、金融資本市場の

変動の影響に留意する必要があるところです。 

また、少子・高齢化の進行によって本格的な人口減少社会が到来する中、労働力人口の減少

による経済の潜在成長力の低下や、過疎化・高齢化による地方の活力の低下及び衰退が懸念さ

れるところであり、国と地方公共団体との緊密な連携に基づいた政策の立案・実施が不可欠な

ものとなっています。 

 雇用情勢においては、有効求人倍率、完全失業率ともに改善しているところですが、一部に

厳しさがみられることから、地域の実情にあった雇用対策を機動的に推進するため、労働局と

地方自治体が更に緊密に連携し雇用施策を迅速かつ的確に実施する必要があります。 

 

このため、鹿児島労働局長は、鹿児島県が実施する雇用施策と連携することにより、各種施

策が円滑かつ効果的に実施されるよう「鹿児島労働局雇用施策実施方針」を定め、行政組織を

超えて本県の課題に共同で取り組むことで県内の雇用全般の改善を図り、本県の活性化を目指

すこととしています。 

 

 

 

 

平成２８年４月２８日 

鹿児島労働局職業安定部職業安定課 
課     長  原  聡士 
地方労働市場情報官  地頭  政 
℡ 099(219)8711 

厚生労働省 
鹿児島労働局 Press Release 



（主な取組みの概要） 

  

１ 新時代に対応した産業おこしの推進等による雇用の創出 

  (1) 新産業戦略の展開による雇用の創出 

   ① 重点業種の振興 

   ② 地域資源を生かした新産業の育成 

  (2) 本県の特性を生かした産業の振興による雇用の創出 

   ① 農林水産業の振興による雇用の創出 

  ② 観光産業の振興による雇用の創出 

  ③ 医療・福祉･介護事業における雇用の創出 

 (3) 経営基盤の充実と経営革新等による雇用の創出 

 (4) 地域の自主的な取組等による雇用の創出 

２ 若者世代の雇用機会の確保 

 (1) 新規学卒者に対する支援体制の充実 

 (2) 若年者の就業支援の強化 

 (3) ニート等に対する支援体制の充実 

 ３ 働き盛り世代の雇用環境の整備と雇用機会の確保 

(1) 仕事と生活の両立に配慮した雇用環境づくり 

(2) 長時間労働削減に向けた働き方改革の推進 

(3) 離転職者等への就職支援 

(4) ＵＩターン希望者への就職促進 

４ 高齢世代の雇用の確保 

(1) 高年齢者の安定した雇用確保の促進 

(2) 高年齢者の再就職の促進 

(3) 高年齢者の社会参加の促進 

５ 障害者や特別な支援を必要とする方への雇用機会の確保 

(1) 障害者に対する支援体制の充実・強化 

(2) ひとり親家庭などに対する就労支援体制の充実・強化 

６ 雇用情勢の変化に対応した職業能力開発支援体制の充実 

 (1) 公的職業訓練の推進 

 (2) 企業における職業能力開発への支援 

(3) 多様な働き方に対応した職業能力開発支援 

７ 公正な待遇の確保 

(1) 非正規労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進 

(2) 最低賃金の引き上げのための環境整備及び最低賃金の遵守の徹底 

 ８ 男女の均等な雇用機会等の確保 

  (1) 女性の活躍推進のための積極的取組の推進 

  (2) 妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取り扱い等を防止するための対策強化 

９ 雇用の維持・安定に向けた県内企業への支援 

 (1) 中小企業対策の強化等による雇用の改善，維持・安定 

  (2) 製造業を中心とする立地企業のフォローアップ 

  (3) 失業の未然防止対策への支援 

  (4) 情報提供機能の強化 



 

 

 

 

                 

  

報道関係者 各位 

 

 

 

 

ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組について 

 

 

 鹿児島労働局（局長：江原 由明）は、平成 27年度に引き続き、ハローワークの機能強化を図

るため、目標管理・業務改善の拡充、マッチング機能に関する業務の総合評価、評価結果等に基

づく業務改善を実施することとし、ハローワークごとに毎月の業務の成果や目標達成状況等を公

表することといたしました。 

（趣旨） 

外部労働市場全体のマッチング機能の強化のためには、国、地方自治体及び民間の需給調整

機関が、それぞれの役割・機能に応じた連携を強化していく必要があります。その中で、国が

直接運営する無料の職業紹介機関として雇用の最後のセーフティネットを担い、雇用対策の基

軸をなすハローワークは率先してマッチング機能の更なる強化を図ることが重要です。 

ハローワークにおいては、これまでもＰＤＣＡサイクルによる目標管理等により業務改善を

進め、マッチング機能の強化を図ってきたところですが、平成 27年度からはこれを抜本的に拡

充し、新たに次の取組を一体的に実施することとしたところです。 

 

① ＰＤＣＡサイクルによる目標管理及び業務改善の推進 

② ハローワークのマッチング機能に関する業務の総合評価の実施及び公表 

③ 評価結果に基づく、業務改善に向けた取組の強化 

 

つきましては、ハローワークのマッチング機能に関する業務について評価を行い、その結果

等を踏まえて、継続的な業務改善等を図ることとし、併せて、マッチング業務の成果や評価結

果、業務改善の状況等を利用者に分かりやすく公表することにより、透明性を高め、ハローワ

ークに対する信頼感の向上を図ることといたします。 

 

 

 

 

平成２８年４月２８日 
鹿児島労働局職業安定部職業安定課 

課     長  原  聡士 
地方労働市場情報官  地頭  政 
℡ 099(219)8711 

厚生労働省 
鹿児島労働局 Press Release 



平成 28年度 鹿児島労働局及びハローワーク主要指標目標 

 

主要指標の年間目標 

 就職件数 充足件数 早期再就職件数 

鹿 児 島 労 働 局 39,135件  37,958件  9,866件  

ハローワーク鹿児島 12,011件  14,198件  3,927件  

ハローワーク川内 3,556件  3,134件  744件  

ハローワーク鹿屋 5,046件  4,522件  1,035件  

ハローワーク国分 6,544件  5,542件  1,540件  

ハローワーク加世田 2,120件  1,853件  436件  

ハローワーク伊集院 1,907件  1,545件  450件  

ハローワーク大隅 2,232件  1,875件  490件  

ハローワーク出水 2,431件  2,131件  520件  

ハローワーク名瀬 1,812件  1,857件  428件  

ハローワーク指宿 1,476件  1,301件  296件  

 

 



 

 

鹿児島建設工事関係者連絡会議を５月 31日(火)に開催します。 

 

 

 鹿児島労働局においては、建設工事における安全衛生に配慮した発注の促進、

統括安全衛生管理の徹底等を図ることを目的に、発注者、施工者、労働局が緊

密に連携して労働災害防止対策を進めていくための「鹿児島建設工事関係者連

絡会議」を５月 31 日（火）にかごしま県民交流センターで開催いたします。 

 この連絡会議では、国や県の発注機関、建設業関係団体と鹿児島労働局が協

力した取組を話し合い、労働災害の一層の減少を図ることとしています。 

 

日時：平成 28 年５月 31 日（火） 13:30～15:30 

場所：かごしま県民交流センター 大研修室３ 

 

                        （労働基準部健康安全課） 

 

 



 

 

 

鹿児島建設工事関係者連絡会議設置要綱 

 

１ 目的 

国においては、平成 25 年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るた

めの防災・減災等に資する国土強靱化基本法」が成立し、防災設備の整備等に

伴う建設工事の増加やオリンピック、パラリンピック東京大会に向けた各種建

設工事の開始に伴い、全国的な人材不足により、人材の質の維持や工事の完成

に支障を来すことが懸念されるところ、鹿児島県においても同様の支障が懸念

され、工事を施工する建設事業者の取組だけでなく、発注者、施工者、労働局

が緊密に連携して労働災害防止対策を進めていく必要がある。 

このため、「鹿児島建設工事関係者連絡会議（以下「連絡会議」という。）」を

設置し、安全衛生に配慮した発注の促進、統括安全衛生管理の徹底等を図るこ

とにより、建設工事における労働災害の一層の減少を図ることを目的とする。 

 

２ 連絡会議 

（１）連絡会議の種類 

都道府県単位の連絡会議の設置 

（２）構成員 

次に掲げる者を構成員とする。 

ア 国・鹿児島県の発注機関 

イ 建設業関係団体 

ウ 鹿児島労働局 

（３）事務局 

連絡会議の事務局は、鹿児島労働局労働基準部健康安全課に置く。 

（４）協議事項 

連絡会議での協議事項は、次のとおりとする。 

ア 発注機関の取組 

（ア）安全衛生に配慮した発注の促進 

（イ）発注時等における施工者の安全衛生の取組評価の促進 

（ウ）その他発注者の安全衛生活動の促進に関する事項 

イ 建設業関係団体の取組 

（ア）災防団体による現場指導 

（イ）建設関係団体会員間の相互パトロール 

（ウ）その他建設業関係団体による自主的な安全衛生活動の促進に関する事

項 

ウ 発注機関、建設業関係団体及び鹿児島労働局が協力した取組 

（ア）関係者による合同パトロール 

（イ）緊急時の相互連絡体制の整備 

（ウ）その他連絡会議の関係者が協力して行う安全衛生の取組に関する事項 


